
第29回土木計画学研究発表会
○市民合意形成とは参加のプロセスが重要。事業の構想段階から情報公開も含めた仕組みを構築。
○意思決定構造と決定事項の事業反映が重要。合意形成（決定）事項の取り扱い方針を明確化。
○市民合意形成プロデューサーの養成が重要。職能の明確化、育成プログラムが求められる。

コンサルタント委員会 合意形成小委員会 活動報告書コンサルタント委員会 合意形成小委員会 活動報告書

１、得られた情報・知見１、得られた情報・知見

セッション１ ■市民合意形成プロセスに関する一考察
■まちの活性化そ促す都市河川整備に関する研究
■橋梁計画における市民参画に関する一考察
■自然環境に配慮した道づくりと施工ワーキング参加意識に関する研究

セッション２ ■大規模道路計画に対する構想段階からのPIについて
■既存コミュニティを貫通する地方幹線道路幅事業における住民参加に関する研究
■大沢野・富山南道路PI事業における住民意識構造の分析

セッション３ ■札幌駅地下歩行空間に係わる市民合意形成の経緯と展望
■地域における交流の場づくりを通じた合意形成の意味と必要性に関する考察
■都市開発・整備のための新たな財源調達・運営システムの実現可能性に関する研究

セッション４ ■地方自治体への新しいマネジメントシステムの導入
■参画教育に基づく市民合意形成プロデューサー養成プログラムの開発
■社会基盤整備計画PIにおける情報伝達活動のメディア別特性
■フランスの市民参加制度の最新動向と日本流の構築に向けて



ＲＣＣＭ教材作成
○市民合意形成は、社会資本整備事業における必須のプロセス（河川法、景観法等）。
○コミュニケーション技術の向上、合意形成の「知」の共有・活用の仕組みが必要。

①参加者・主体

②事業の
評価基準

③合意形成の
プロセス

③合意形成の
プロセス

④合意の継続性

事業の影響範囲から広く市民参加を促す

市民がなにを求めているか論点を明確にする

客観性・透明性・公平性を保つ

社会環境の変化・意識の変化を追跡し合意の継続性を保つ

市民合意形成を行う際の課題
多様化する価値感・効率・公平等に対応した社会資本整備

維持・管理時の市民参加(例公園やコミュニティ道路管理)
継続的な意見収集等により合意の維持・拡大

情報公開により情報の共有、双方向性を保つ
NPOなど第三者の関与も客観・透明・公平性を保つ方法

受益と負担の関係を明確にする

市民の視点からわかりやすい評価基準を提示してゆく

意見は広く収集し、事業に反映させる

(対象者をどこまでとするかは今後の大きな課題)

講義3 合意形成

第1章：市民合意形成の必要性
1.2 市民合意形成の課題



ＮＰＯ研究
○特定非営利活動法人（NPO）の認証数は１8,000件（H16.9）。
○国におけるNPO関連事業は国土交通省だけでも14事業（H16年度）。
○47すべての都道府県、約43％の市区町村がNPOへの地方税の減免措置を実施。
○NPO評価、コンサルタントとの協働のあり方が課題。

半島いきいきネットワーク形成促進事業都市・地域整備局特別振興課半島振興室

「子どもの水辺」再発見プロジェクト河川局河川環境課

自然再生事業河川局河川環境課

市街地総合再生事業住宅局市街地建築課

NPO等か行うボランティア輸送における
運転者に対する人材育成のための教育
体制の整備

自動車交通局旅客課

海辺の自然体験活動・環境教育の推進港湾局環境整備計画室

「みなとまちづくり」の推進港湾局民間活力推進室

奄美群島体験交流推進事業都市・地域整備局特別地域振興課

都市地方連携推進事業都市・地域整備局地方整備課

都市居住再生のための市場基盤整備に
関する事業

住宅局市街地住宅整備室

都市再生交通拠点整備事業都市・地域整備局街路課

ボランティア利用の国内観光情報提供体
制の整備

総合政策局観光部国際観光推進課

国民参加型国際建設協力支援事業総合政策局国際建設課

交通バリアフリー教室の開催等総合政策局交通消費者行政課

事業名省庁名

国土交通省のNPO関連事業（H16） 調査票



２、検討している内容２、検討している内容

○NPO活動の課題

－合意形成プログラムにおける役割

－合意形成プログラムにおける体制

－合意形成プログラムにおける効果

－合意形成プログラムにおける問題

－関連法規、事業制度

○NPOとの協働のあり方

○合意形成プロデューサーの職能の確立

－人材育成（Web教材等）

－登録制度

JST向けWeb教材／レッスン概要

コンサルタント、学識経験者、ＮＰＯ等市民合意形成の関
係者の役割、有すべき資質について学習する。

土木技術者
の役割

10

市民合意形成プロセスを経て得られた決定事項の取り扱い
について、既存の議会制度や事業制度や私権制限との関係
から考える。

合意形成事
項の社会的
意義

9

ドイツ、フランス、アメリカ等諸外国における市民合意形
成システムの先進事例を学習する。

諸外国にお
ける市民合
意形成

8

都市計画事業の各段階における市民合意形成の事例研究を
行い、合意形成の望ましいあり方と関係者の役割を学習す
る。併せて土地収用法等私権制限に係わる法制度等につい
て学ぶ。

都市計画事
業における
事例研究

7

河川事業の各段階における市民合意形成の事例研究を行い、
合意形成の望ましいあり方と関係者の役割を学習する。併
せて河川水質保全等河川環境に関する基礎知識を学ぶ。

河川事業に
おける事例
研究

6

道路事業の各段階における市民合意形成の事例研究を行い、
合意形成の望ましいあり方と関係者の役割を学習する。併
せて沿道環境対策についての基礎知識を学ぶ。

道路事業に
おける事例
研究

5

合意形成を図るための手法について、情報の開示、協議、
分析、決定等の目的別に整理し、社会資本整備との関係を
理解する。

市民合意形
成の手法

4

市民合意形成の手順を事業の種別（道路、河川、都市等）
及び事業段階（構想、計画、設計、施工、維持管理）毎に
学習する。

市民合意形
成の手順

3

市民合意形成を行う際の課題について、①参加者・主体、
②事業の評価基準、③合意形成のプロセス、④合意の継続
性に着目して整理する。

市民合意形
成の課題

2

身近なまちづくりから大規模社会資本整備まで、昨今の市
民参加型事業の変遷、関係する法制度の改正等の流れから、
市民合意形成の背景と必要性について学ぶ。

市民合意形
成の背景と
必要性

1



３、今後の課題３、今後の課題

★合意形成プロデューサーの

人材育成プログラム

★合意形成プロデューサーの

資格・認定制度

★合意形成プロデューサーの

登録制度

★ＮＰＯの評価システム

市民・NPO参加による合意形成の機会が拡大
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